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安田町移住促進PR動画制作業務委託者選定に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

1．趣 旨 

  本町では、人口の社会増を目指し、移住・定住促進の取り組みを進めてきたところである

が、人口減少のスピードが加速している現状においては、さらなる移住施策の強化を図る必

要があることから、本町の魅力を効果的に伝える PR動画を作成し、地域の担い手として期

待される若い世代の移住希望者層に発信することで、さらなる移住・定住促進につなげるこ

とを目的とする。 

この実施要領は、「安田町移住促進ＰＲ動画制作委託業務」にかかる契約の相手方となる事

業者の選定にあたり、公募型プロポーザルの実施方法等について必要な事項を定めるものと

する。 

 

２．本業務の内容 

（１）業務名 

安田町移住促進ＰＲ動画制作委託業務 

（２）業務の内容 

別紙「安田町移住促進ＰＲ動画制作委託業務仕様書」のとおり 

（３）委託期間 

  契約締結の日から令和８年1月14日まで 

（４）委託料上限額 

  一金 2,000,000円（消費税及び地方消費税を含む） 

  ※この金額は契約上の予定価格を示すものではない。 

 

3．参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次の（１）～（４）に掲げる要件を全て満たす者であ

ること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこ

と。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立及び民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続きを行っていないこと。 

（３）次のいずれにも該当しないこと。 

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

② 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

③ 暴力団員が役員となっている事業者 

④ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

⑤ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等 
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を締結している者 

⑥ 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

⑦ 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難され 

る関係を有している者 

⑧ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

（４）国税及び地方税を滞納していない者であること。 

 

４．参加表明及び企画提案に関する事項 

本プロポーザルに参加を希望する事業者は、本要領３の参加資格を確認のうえ、次のとお

り書類を提出すること。 

（１）参加表明書について 

① 提出書類 

（ア）参加表明書（様式第２号） 

（イ）会社概要書（様式第３号） 

※会社概要が分かるパンフレット等があれば添付すること。 

（ウ）業務実績調書（様式第４号） 

※過去に制作した類似する映像等について１点添付すること。提出方法は映像 

を収録したＤＶＤや、映像が再生できるＵＲＬの表示などによる。なお、提出 

されたDVDについては返却しない。 

（エ）法人は、履歴事項全部証明書又は商業登記簿謄本の写し、個人は代表者の身分証 

   明書又は外国人登記原票記載事項証明書の写し 

（オ）国税（「法人税」及び「消費税及び地方消費税」）及び地方税（都道府県税及び市 

町村税）に滞納がないことを証明する書類（納税証明、完納証明等）。 

※各証明書については、直近３か月以内に取得したもの（写し可）に限る。 

    （カ）暴力団の排除に関する誓約書兼照会承諾書（別紙様式） 

② 提出期限  

令和７年９月５日（金）午後５時 

③ 提出方法 

持参又は郵送（必着）にて提出すること。ただし、郵送の場合は担当者に受領を確認す 

ること。 

（２）企画提案書について 

企画提案書は下表の①～⑤を１組とし10部提出するものとし、全てＡ４判の任意様式 

とする（Ａ３判の綴じ込みも可）。ページ数の制限はしないが、提案内容を簡潔に分かり 

やすくまとめること。また、企画提案書の内容は次のとおりとする 

➀企画提案書 
別紙仕様書の内容を踏まえたうえで、映像制作にあたってのコンセ

プトや、提案内容が理解しやすいように絵コンテ等を用いること 
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②業務実施体制 本業務の実施体制がわかるもの 

③類似した業務実績 官公庁等の動画制作の実施及び関連する業務実績がわかるもの 

④スケジュール 契約締結後から履行期限までの作業スケジュール 

⑤見積書 
業務内容ごとの経費内訳、積算根拠についても記載した見積書（様式

は任意とし、消費税及び地方消費税抜きとする） 

⑥提出期限 令和７年９月12日（金） 17時00分 

⑦提出方法 
持参・郵送（必着）のいずれか（郵送の場合は担当者に到着を確認す

ること） 

 

5．質問に関する事項 

（１）質問方法 

参加表明及び企画提案に関して不明な点がある場合は、「質問書（様式第１号）」に質問 

事項を記載し、担当課に電子メール又はファックスにより提出すること。 

なお、電話、来庁等による口頭での質問は受け付けない。 

（２）質問に対する回答 

質問者へ個別回答（電子メール又はファックス）とする。 

（３）質問受付期限 

令和７年９月１日（月）午後５時 

（最終回答は令和7年9月３日（水）午後５時までに行う。） 

 

6．審査・選定方法に関する事項 

安田町移住促進ＰＲ動画制作委託業務プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）

において、企画提案の審査を行うものとする。 

（１）委員会は非公開とする。 

（２）審査項目については以下のとおりとする。 

①基本方針 

②実施体制 

③業務工程（スケジュール） 

④企画内容 

⑤業務実績 

⑥見積金額 

（３）審査について 

① 日  時  令和７年９月17 日（水）【予定】 

② 場  所  安田町役場２階 防災会議室 
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③ 審査方法  評価基準により審査を行う。 

（４）評価基準等 

審査における評価項目等については「別紙 １」 のとおりとする。 

（５）優先交渉権者の選定 

提出された企画提案書について、委員会において審査を実施し、審査委員の審査得点が 

平均60点を超えた事業者のうち、最も高い点数を得た事業者を優先交渉権者とし、次 

に点数が高い者を次点者として選出する。ただし、審査得点が同点の事業者が複数ある 

場合は、④企画内容の点数の高い事業者を選定する。また、この場合において、④企画 

内容の点数が同じとなった場合は、委員長の審査得点が高い事業者を優先交渉者とする。 

なお、参加事業者が１者の場合でも選定を実施するが、審査得点が平均60点を満た 

さなかった場合は、再度公募を行うものとする。 

（６）選定結果の通知 

選定結果は郵送で参加事業者全員に通知を行う。なお、選定結果に質問がある場合は、

通知を受理した日から 5 日以内に書面（様式自由）にて説明を求めることができる。ただ

し、その回答に関する異議申し立ては受け付けない。 

 

７． 選定後の手続きおよび契約の締結等 

（１）仕様書の確定 

優先交渉権者の選定をもって、当該提案者の企画提案書等に記載された全内容を承認す 

るものでなく、町と提案者との協議により、企画提案書の項目変更、追加および削除を行っ 

たうえで、本契約の仕様に反映させることができるものとする。 

（２）契約の締結 

町は選定された優先交渉権者と仕様について確定した後、発注の契約締結の交渉を行う。 

契約交渉が不調の時は、次点者と契約締結の交渉を行う。 

（３）委託料 

委託料は、提出された概算見積書をもとに、再度見積書を徴収し、契約金額を決定する。 

なお、プロポーザルにおいて提案された委託上限額を超える金額での契約は締結しない。 

（４）契約の締結 

本町と受託者で協議したうえで、地方自治法施行令第167条の2第1項第 2 号の規 

定に基づき、随意契約により締結する。 

（５）支払方法 

業務完了時の一括払いとする。 

 

８．提案者の無効または失格 

次のいずれかに該当する場合は、無効または失格とする。 

（１）提出期限を過ぎて企画提案書等が提出された場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 
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（３）会社更生法等の適用を申請する等、契約を履行することが困難と認められる状態になっ

た場合 

（４）審査の公平性を害する行為があった場合 

（５）その他、企画提案にあたり著しく信義に反する行為等があった場合 

 

９．その他 

（１）企画提案書等すべての申込書類等の作成経費や旅費等の必要経費等は、すべて提出 

者の負担とする。 

（２）提出された申込書類等は、返却しない。 

（３）申込書類等の提出は、１者１提案とする。 

（４）申込書類等を受理した後は、その追加および修正は認めない。 

（５）主たる担当技術者は、やむを得ない場合を除き、変更は認めない。 

（６）申込書類等は、審査目的外で使用しない。 

（７）申込書類等は、審査目的内の範囲において複写することがある。 

（８）業務内容は、採択された申込書類等の内容によるものとするが、安田町との協議によ 

り変更・修正を加える場合がある。 

（９）当該案件に関する事項について、電話または口頭による問い合わせには回答しない。 

（10）当該事業の実施にあたり、契約者には、安田町が所有する写真等のデータを貸与す 

る場合がある。 

（11）提出された書類等は、原則、情報公開の対象とする。ただし、採択されなかった企画

提案書は除く。 

（12）本プロポーザルは、あくまでも当該業務の契約の相手方となる候補者を選定するも 

のである。 

 

１０．担当課及び書類提出先 

安田町役場地域創生課（担当者：小松） 

〒781－6421 高知県安芸郡安田町大字安田1850番地 

Mail  sousei@town.kochi-yasuda.lg.jp 

ＴＥＬ 0887－38－6713 

ＦＡＸ 0887－38－6723 

 

１１．スケジュール（予定） 

令和７年８月20日（水）から 

令和７年９月 5日（金）まで 

公募型プロポーザル告示 

（実施要領・仕様書の配布期間） 

令和７年９月 １日（月） 質問書提出期限 

令和７年９月 ５日（金） 参加表明書等の提出期限 

令和７年９月12日（金） 企画提案書等の提出期限 
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令和７年９月17日（水） 審査委員会での審査（書類審査） 

令和７年９月22日（月） 審査結果通知 

令和７年９月下旬 契約の締結（予定） 

 

１２．その他 

この要領は、令和８年１月30日限り、その効力を失う。 


